
市町村内の基幹系システムの管理データ

既存業務システムとの連携の検討が考えられるデータ例
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既存業務システムとの連携の検討が考えられるデータ例

対象業務 業務内容 データの流れ（管理元 ⇒ 利用先）

管理元 対象データ 利用先

1 固定資産税
課税対象資産の把握のため、登記済通
知情報を入手

法務局
地方税法第382条の通知
（税通）

市町村

2 法人住民税

未申告調査のための法人の登記情報を
調査

法務局 登記情報 市町村

都道府県 法人税額等情報 市町村

統計資料の送付 市町村
課税状況調、交付税資料、
各種統計表

都道府県

3 軽自動車税
軽自動車の課税状況を都道府県へ報告 市町村 課税状況の調べ 都道府県

軽自動車の場合の申告情報を入手 軽自動車協会 登録情報、抹消情報 市町村

4 収滞納管理

滞納者に関する財産の調査依頼 市町村 財産調査依頼 税務署

財産の調査結果を入手 税務署 財産調査結果 市町村

滞納者に関する照会 市町村 滞納者情報 市町村

徴収実績を都道府県へ報告 都道府県 徴収実績報告書 市町村

5 国民健康保険
国保の資格異動情報を通知 市町村 国民健康保険情報 国保連合会

医療費の給付情報を入手 国保連合会 給付情報 市町村

6 国民年金

資格異動に関する情報を入手 社会保険事務所
1号･3号被保険者資格喪失者
一覧表、60歳到達一覧表等

市町村

住民からの申請に関する情報を通知 市町村

免除・納付猶予申請書（所得
情報付）
学生納付特例申請書（所得情
報付） 等

社会保険事務所

進達報告書を提出 市町村 進達報告書 社会保険事務所

年金加入記録の問い合わせ 市町村 年金加入情報 社会保険事務所

2



既存業務システムとの連携の検討が考えられるデータ例

対象業務 業務内容 データの流れ（管理元 ⇒ 利用先）

管理元 対象データ 利用先

7 介護保険

特別徴収対象者の情報を入手 国保連合会 特別徴収対象者情報 国保連合会

介護保険料の特別徴収の依頼を通知 市町村 特別徴収依頼情報 国保連合会

受給者の異動情報を通知 市町村 受給者異動連絡票情報 国保連合会

介護保険の給付情報を入手 国保連合会 給付実績情報 市町村

ケアプランの提出 介護支援事業者 ケアプラン（計画書） 市町村

8 生活保護

審査に必要な情報を入手

社会保険事務所 年金受給権 等 市町村

陸運局 自動車保有状況 市町村

市町村 戸籍、資産 市町村

医療・介護扶助の支払いのための情報
を入手

国保連合会
介護給付費払込請求書
介護給付費審査支払手数
料請求書 等

市町村

9 乳幼児医療
医療費支払（現物給付の場合）のため
の情報を入手

国保連合会 請求書 市町村

10 ひとり親医療
医療費支払（現物給付の場合）のため
の情報を入手

国保連合会 医療費請求書 市町村

11 選挙人名簿管理

在外選挙人名簿への登録申請があった
場合に、対象市町村に連絡

在外公館・領事
館

在外選挙人申請情報 市町村

選挙人を対象に、検察審査会審査員の
候補者となりうる者を抽出し、送付

市町村
検察審査員候補者予定者
名簿

検察審査会事務
局

選挙人を対象に、裁判員の候補者とな
りうる者を抽出し、送付

市町村 裁判員候補者予定者名簿 地方裁判所
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既存業務システムとの連携の検討が考えられるデータ例

対象業務 業務内容 データの流れ（管理元 ⇒ 利用先）

管理元 対象データ 利用先

12 戸籍等

戸籍の異動に伴う処理 本籍地（市町村） 戸籍届出情報 市町村

戸籍の訂正等を行う必要がある場合で、
本人等からの申請がない場合に、法務
局の許可を得るために申請

本籍地（市町村） 戸籍訂正記載許可申請書 法務局

相続税法の規定により、死亡や失踪の
届けがあった場合に、税務署に通知 本籍地（市町村） 相続税法58条通知書 税務署

旅券交付の手続に添付 本籍地（市町村） 戸籍 旅券事務所

戸籍の照会（身分関係の事実確認等） 本籍地（市町村） 戸籍 国の機関

戸籍の交付（口座の名義変更手続時等
の添付資料） 本籍地（市町村） 戸籍 銀行等

後見人登記が行われた際に、本人の本
籍地の市町村へ通知

法務局 後見登記の通知情報 本籍地（市町村）

印鑑登録証明書の交付（住宅ローン手
続等の添付資料）

市町村 印鑑登録証明書 銀行等
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地方公共団体に対する主な調査・照会業務
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平成18年度調査分

府省名 調査・照会内容

内閣府 地方公共団体消費状況等調査 等16件

公正取引委員会 公共調達における入札・契約制度等の実態調査 等3件

金融庁 貸金業者登録実績報告書 等30件

総務省 地方財政状況調査 等310件

法務省 外国人登録国籍別人員調査表 等7件

文部科学省 都道府県教育委員会による教員免許状の授与件数等調査 等30件

厚生労働省 介護保険事務調査 等136件

農林水産省 家畜伝染病予防法に基づく検査実施状況月報 等22件

経済産業省 工業用水道事業の状況報告 等52件

国土交通省 土地利用現況把握調査 等89件

環境省 地方公共団体環境保全経費調査 等88件

計783件


